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（１）明らかになった事業の成果とコストを、個別の
組織や事業におけるマネジメントに活用する。この取
り組みを通じて、職員の意識改革を図る。 

１ 新公会計制度の２つの目的 

（２）企業会計と同様に事業のフルコストを見える化
することで、市民に対する説明責任を果たす。 

町田市は全国の自治体のトップランナーとし
て、新公会計制度の活用に取り組んでいます。 



２ データ分析の基礎となるセグメント設定 
 ２－１ 財務諸表の作成単位 
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○○部 □□課 Ａ費 ａ事業

△△課 Ｂ費

ｂ事業

ｂｂ事業

☆☆課

Ｃ費

Ｄ費 ｄ事業

課別行政評価シート 事業別行政評価シート



２－２ セグメント設定の着眼点 
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（着眼点１） 

   個別ストックを保有して事業を実施する事業 

（着眼点２） 

   事業の課題や改善点を把握するために設定する事業 

（着眼点３） 

   受益者負担のある事業 

（着眼点４） 

   未収金、貸付金など債権管理を行う事業 

（着眼点５） 

   事務事業の見直しを行うために設定する事業 



２－３ ５年間のセグメント数推移と増減理由① 
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2013年度 課別（歳出目別）   △11事業 

     特定事業別    △18事業 

     会計別      △  1事業 

2014年度 特定事業別           △10事業 

2015年度 特定事業               ＋  4事業 

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

課別（歳出目別） 123 112（△11） 111 110 110

特定事業別 143 125（△18） 115（△10） 119（+4） 120

会計別 4 3（△1） 3 3 3

合計 270 240 229 232 233



２－３ ５年間のセグメント数推移と増減理由② 
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（ア）2013年度 課別（歳出目別）△11事業 

 2012年度の新公会計制度導入時に、歳出予算体系の款項はその
ままとし、目を1課1目に組み替えた。そのため、子育て支援課は
1款、3款、10款に予算を持っていたことから、導入時には1課4

目となっていた。 

 2012年度決算で子育て支援課の歳出目別財務諸表を確認したと
ころ、4目別々なため、課のパフォーマンスを把握することがで
きなかった。そのため、2013年度決算では、4目を合算して財務
諸表を作成し、2014年度予算から1課1目に統合した。 

 課名
2012年度
2013年度

款

2012年度
2013年度
歳出目

2014年度
款

2014年度
歳出目

総務費 私立学校監督費

子育て支援費

保育園費

教育費 私立幼稚園運営補助費

子育て支援課 子育て支援費民生費 民生費



２－３ ５年間のセグメント数推移と増減理由③ 
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（イ）2013年度 特定事業別△18事業 

 公立保育園７園をそれぞれ別の特定事業としていたが、
公立保育園は地域差もなく、児童福祉法の基準で実施し
ているため、一つの特定事業に統合した。（△6事業） 

 

 

 

 

 

 「学童保育事業（43クラブ）」「小学校管理事業（42

校）」「中学校管理事業（20校）」も同様。  

 

課名
2012年度
特定事業

2013年度
特定事業

こうさぎ保育園事業

森野保育園事業

本町田保育園事業

金森保育園事業

大蔵保育園事業

山崎保育園事業

町田保育園事業

子育て支援課 公立保育園運営事業



２－３ ５年間のセグメント数推移と増減理由④ 
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（ウ）2014年度 特定事業別△10事業 

 保健給食課の特定事業「小学校保健事業」「中学校保健事
業」は、事業の課題や改善点を把握するために設定した。 

 2012年度、2013年度決算の経年変化をみた結果、法定の定期
健康診断や就学時健康診断を行う事業であり、事業費に増減が
ないことがわかった。事業の課題や改善点を把握する必要がな
くなったため、特定事業を廃止した。（△2事業） 

⇒保健事業のコスト情報は、歳出目別で確認する。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

課名

小学校保健事業 廃止

中学校保健事業 廃止

小学校給食事業 小学校給食事業

中学校給食事業 中学校給食事業

保健給食費

2013年度
歳出目・特定事業

保健給食課

2014年度
歳出目・特定事業

保健給食費



２－３ ５年間のセグメント数推移と増減理由⑤ 
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（エ）2014年度 特定事業別△10事業 

 市民税課の特定事業「市・都民税賦課事業」「法人市民税
事業」「軽自動車税賦課事業」は、事業の課題や改善点を把
握するために設定した。 

 2012年度、2013年度決算の経年変化をみた結果、人件費が
主なコストであり、事業費に増減がないことがわかった。事
業の課題や改善点を把握する必要がなくなったため、特定事
業を廃止した。（△3事業） 

⇒人件費の詳細は、「事業に関わる人員」欄で確認する。 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

課名

市・都民税賦課事業 廃止

法人市民税事業 廃止

軽自動車税賦課事業 廃止

2013年度
歳出目・特定事業

2014年度
歳出目・特定事業

市民税課

市民税等賦課管理費 市民税等賦課管理費



３ 月次決算整理による経営管理 
 ３－１ 月次決算整理の目的 
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（１）年度末の決算整理を軽減する 

 

（２）財務情報を経営管理に役立てる 

 

 

 

 



３－２ 月次決算整理の作業内容 
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 各課はセグメントごとに月次決算整理を
行い「月次決算整理報告書」を会計管理者
に提出する。報告書の内容は以下のとおり、 

（１）複式情報の確認 

（２）仕訳区分訂正 

（３）資産照合 

（４）残高の確認 

  

 

 

 

 



３－３ 月次決算報告書の内容① 
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（１）チェック項目の確認 

 （ア）「その他歳出目」の訂正 

 （イ）仕訳区分の確認 

 （ウ）特定事業の確認 

 （エ）重要物品の異動 

 （オ）公有財産の異動 

 （カ）建設仮勘定の増減 

（２）未払金の残高の確認 

（３）収入額の差異の確認 

 

 

 

 

 



３－３ 月次決算報告書の内容② 
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（３）収入額の差異の確認 

 毎月、目標と実績の差異を分析するこ
とで、進捗状況を把握する。 

 併せて、月締めを行うことにより、実
績を通じた工程表の自己管理をできるよ
うになる。 

 目標達成に向けて、改善、取組を推進
する。 

 

 

 

 

 



４ 公会計情報による事業マネジメント 
４－１ 財務諸表作成から活用までのスケジュール 

（通年）  セグメント別に日々仕訳を実施 

（4月末）行政評価シート作成開始 

（８月）  行政評価シート公表 

（８月）  主要な施策の成果に関する 

      説明書として市議会に提出 

（９月）  決算審査での活用 

（１０月～）予算編成において課別・事業別 

      のマネジメントに活用 
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Ⅰ.組織概要

Ⅲ.事業の成果

Ⅳ.財務情報

①行政コスト計算書 （単位:千円）

②行政コスト計算書の特徴的事項

町田市障がい者施策推進協議

会・部会開催回数
回

目標 ― ― ― 町田市障がい者施策推進協議会、及び、障がい者計画部

会、障がい福祉事業計画部会、就労・生活支援部会、相談

支援部会、障がい児部会の開催回数実績 11 14 20
―

就労した障がい者数 人
目標 (60) (60) (60) 60 一般就労した障がい者数

実績 59 60 54 (2016年度)

障がい者サービス給付費給付額 千円
目標 ― ― ― 障害者自立支援給付費、障害児通所給付費、更生医療

費、補装具費等の合計額（うち概ね1/4が市負担）
実績 6,384,291 6,911,258 7,295,084

―

グループホームはるかぜ外壁塗装他工事　3,601千円

ダリア園入園口門扉改修工事　1,298千円

町田リス園加圧給水ポンプ更新工事　994千円

町田リス園管理棟来園者出入口ガラス交換他修繕　477千円

町田ゆめ工房非常用照明器具取替修繕　762千円など

老朽化している所管施設の各種維持補修を実施したことにより、維持

補修費が7,505千円増加。

勘定科目

国庫支出金

障害者自立支援給付費国庫負担金　3,336,933千円

障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負

担金　264,284千円

障害者医療費国庫負担金　218,024千円

特別障害者手当等給付費国庫負担金　211,847千円など

決算額の

主な内訳

329,416

7,173,872 7,447,903 7,970,472

3,345,436 3,388,499

0 00

△ 141 ,600

0 0

8,316 保険料 0 0

3,809,469

分担金及負担金

使用料及手数料

行

政

収

入

地方税

10,954 6,454 13,959

382,785 363,460 376,629

29,200 23,816

914,032 772,432

△ 2,883,3939,653,658 10,331,296 10,669,954 338,658 通常収支差額 (c)+(d)=(e) △ 2,479,786

当期収支差額 (e)+(h)

8,529,344 8,941,954 412,610

2014年度 差額

A B B-A

465,304 492,448455,853

13,169

449,153 458,407

0 △ 2,883,393

金融収支差額 (d)

△ 2,883,393

維持補修費

△ 2,699,482

△ 2,699,482 183,911

特別収入 小計 (f) 0 0 0

183,911

0

△ 2,699,482

183,911

0

0

0 0

決算額の

主な内訳

障害者自立支援給付費等の増加により、障害者自立支援給付費国

庫負担金が185,335千円増加。障害児通所給付費等の増加により、

障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負

担金が103,796千円増加。

△ 2,479,786

勘定科目扶助費

0

主な

増減理由

対象施設利用延人数が13,259人から13,778人に増加したことなどによ

り、障がい者日中活動系サービス推進事業補助金が13,833千円増

加。翌年度精算による返還額の減少により、国庫及び都負担金・補助

金返還金が合計154,658千円減少。

0 0 0

決算額の

主な内訳

決算額の

主な内訳

主な

増減理由

人件費

補助費等

31,012

32,132

障害者自立支援給付費等（国制度）　6,452,744千円

心身障害者福祉手当（都制度）　753,626千円

障害児通所給付費等（国制度）　440,653千円

特別障害者手当等（国制度）　282,002千円

心身障がい者通院交通費助成費（市制度）　41,983千円など

3,562,313

勘定科目 補助費等

障がい者日中活動系サービス推進事業補助金　324,282千円

国庫負担金・補助金返還金　150,780千円

都負担金・補助金返還金　110,456千円

重度重複障がい者集中施設介護事業補助金　37,440千円

障がい児者福祉施設借上費補助金　36,931千円など

主な

増減理由

障害福祉サービス利用者の増加などにより、障害者自立支援給付費

等が213,552千円、障害児通所給付費等が147,099千円増加。

勘定科目

27,144

483,364 24,957

7,951,355

0 行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 2,479,786

特別収支差額 (f)-(g)=(h)

うち時間外勤務手当

29,269

特別費用 (g)

賞与･退職手当引当金繰入額 46,077 23,433 37,517 14,084

うち委託料

減価償却費 35,015

維持補修費

扶助費

物件費

5,746

不納欠損引当金繰入額 0 0

0 0 0 0

行政費用 小計 (b)

775,622

0

0

主な

増減理由

7,505

0 0 0 0

行政収入 小計(a)

所

管

す

る

事

務

◆身体障がい者及び知的障がい者の福祉サービスに関すること

◆精神保健福祉サービスに関すること

◆障害者総合支援法の障害福祉サービス及び地域生活支援事業に関すること

◆児童福祉法の障害児通所給付に関すること

◆障がい福祉施設の整備、維持、補助金に関すること

◆障がい福祉施設及び障がい福祉団体との連絡調整に関すること

2012年度 2013年度

◆障がい者福祉費では、行政費用の80％以上にあたる扶助費の大部分が国制度・都制度に基づく義務的な支出であり、また、約9％にあたる補助費等についても

都制度に基づく補助金等が多くを占めています。行政費用に占める割合も増加しており、扶助費及び補助費等のうち、市の裁量の余地がある事業や、市の単独事業

については、費用対効果を検証しながら引き続き事業のあり方を検討していく必要があります。

◆事業用資産について改修工事等を行った結果、資産老朽化比率が改善されましたが、依然として52.1％と高い水準となっており、所管する施設の維持管理が課

題となっています。

組織

の

使命

サービス提供事業所や医療機関と連携して障がい福祉に関わるサービスをご案内し、必要とするサービスを利用していただくことによって、障がいのある方、

及びそのご家族の経済的負担・介護負担を軽減し、生活の質の維持・向上を目指します。

勘定科目

成

果

の

説

明

2014年度 差額2012年度 2013年度
勘定科目

Ⅱ.2013年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた事業の課題

成果指標名 区分

◆障害者総合支援法、児童福祉法に基づき、障がい者の方が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるように在宅、通所、入所に関する障害福祉

サービスの提供や、更生医療費、補装具費の給付等を行いました。

◆町田市障がい者就労・生活支援センターにおける就労支援活動の取り組みや、就労生活支援センター連絡会における情報共有を通じて就労支援を進めた

結果、2014年度に54人の障がい者が一般就労しました。

◆2014年度に町田市障がい者施策推進協議会を5回、障がい福祉事業計画部会を6回開催し、障がい福祉サービスの必要量の見込みと、その確保のための

方策を取りまとめた「町田市障がい福祉事業計画(第４期計画)」（計画期間：2015年4月～2018年3月末）を策定しました。

◆指定管理施設として大賀藕絲館・美術工芸館・授産場・わさびだ療育園の運営を行うことにより、一般就労が困難な障がい者の方等に働く場を、また、常に介

護を必要とする障がい者の方に、入浴、食事の介護等を提供しました。

単位 2012年度

A B B-A

2014年度 課別行政評価シート

行

政

費

用

部局名 地域福祉部 課名 障がい福祉課 歳出目名 障がい者福祉費

事業類型 a:施設所管型

2013年度 2014年度 目標(達成時期) 成果指標の定義

その他 225,241 249,935 269,274 19,339

国庫支出金 3,603,195

都支出金 173,814

0

0 0

522,569

4,138,885

③貸借対照表 （単位:千円）

④貸借対照表の特徴的事項

⑤キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）

Ⅴ.財務構造分析

▽行政費用の性質別割合

Ⅵ.個別分析

▽資産老朽化比率の推移

▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅶ.総括

①成果および財務の分析

②2014年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた事業の課題

純資産 3,989,021 3,960,971 △ 28,050

負債及び純資産の部合計 4,301,809 4,266,830

主な

増減理由

0.8

0.9

59.5

主な

増減理由

61.4

△ 34,979

勘定科目

障がい福祉管理事務

19.8

0

0 0

0

2013年度末 2014年度末 差額

00

0 0

0 退職手当引当金 299,399

0

地方債

固定負債

工作物減価償却累計額

0 0

4,300,510

建物減価償却累計額

4,265,710 △ 34,800有形固定資産

△ 798,709

工作物(取得価額)

0

0 0

勘定科目

流

動

資

産 その他の流動資産 0

不納欠損引当金

Ａ Ｂ

未収金

Ｂ-Ａ

差額
勘定科目

Ｂ-Ａ

△ 214 純資産の部合計

0

0

0

0

0

Ａ Ｂ

299,399 290,911 △ 8,488

0

0

長期前受金 0

△ 34,800

290,911

0 負債の部合計 312,788 305,859 △ 6,929

0 0

0

0

0

0.8

その他障がい者福祉事務 0.9

8.1

0.9

2014年度 歳出目　合計

13,389 14,948 1,55935

地方債

賞与引当金

流動負債

0

0

13,389 14,948 1,559

その他の流動負債 0

繰延収益 0 0

2.3

勘定科目勘定科目

常勤
再任用

14.1

7.0

4.6

16.7

0.43.3

0.1

0.1

59.5

16.0

13.5

6.4

3.8

5.2

1.6

心身障がい者福祉事務

14.5

18.6

町田蓮座 140千円

町田藕絲織　118千円

町田蓮紙　116千円　（以上商標権）

紅花及び乱花粉末による染色法　15千

円（以上特許）　※大賀藕絲館事業

町田ダリア園　2,343,783千円

町田リス園　587,168千円

わさびだ療育園　191,739千円

育苗所　85,331千円

ゆめ工房　67,714千円など

土地(事業用資産)

3.5

(フルタイム) (短時間)
嘱託

0.5

障がい者サービス給付事務

障がい福祉相談事務

金額

勘定科目

決算額の

主な内訳

決算額の

主な内訳

無形固定資産

建設仮勘定

無形固定資産(事業用資産)

合計

3,989,021 3,960,971 △ 28,050

資産の部合計

固

定

資

産

事

業

用

資

産

土地

建物 (取得価額) 1,544,534 1,544,534 0

3,554,685

△ 833,509

0

0

4,301,809 △ 34,979

△ 8,488

その他の固定負債 0

4,266,830

工作物減価償却累計額

389 389

主な

増減理由

その他の固定資産

0

425

イ

ン

フ

ラ

資

産

211

0 0

0

0

0 0

0 0

無形固定資産

有形固定資産

土地

工作物(取得価額)

◆障害者自立支援給付費等の障がい者サービス給付額の増加により、扶助費は2013年度と比較して412,610千円増加しました。補助費等については、補助対象

施設利用者数の増加などにより補助金交付額は増加しましたが、翌年度精算の各種国庫・都負担金・補助金返還額の減少により、2013年度と比較して141,600千

円減少しました。扶助費や補助金交付を中心とした補助費等が年々増加しているため、扶助費や補助費等のうち、市の裁量の余地がある事業や市の単独事業に

ついて、2014年度に事業のあり方や制度の見直しの検討を行い、一部の事業について2015年度当初予算に反映させました。

◆資産老朽化比率が2013年度末時点の52.1％から、54.4％に上昇しています。所管施設の維持管理については、資産老朽化比率が高い水準となっており、今後

維持補修費の増大が見込まれるため、現在土地や建物といった事業用資産の貸付を行っている施設の維持管理のあり方について整理を行い、現在市で負担して

いる清掃等の日常的な維持管理費用の負担について2014年度に施設運営団体との協議を行い、一部の費用について2015年度から施設運営団体の負担へ見直

しを行いました。

金額

1.8 0.5

13.8

0社会資本整備等投資活動収入行政サービス活動収入

勘定科目

財務活動収入

財務活動支出

財務活動収支差額(c)

内

訳

11.6 0.6

再任用

2013年度 歳出目　合計 46.5 0.0 3.0 8.1 1.9

◆障がい者福祉費では、行政費用の約84％にあたる扶助費や、約7％にあたる補助費等について、国・都制度に基づく義務的な支出が多くを占めています。2014

年度には、市の裁量の余地がある事業や市の単独事業について事業のあり方や制度の見直しの検討を行い、一部の事業について2015年度当初予算に反映させま

したが、見直しに伴う影響や効果を検証しながら、他の事業についても引き続き事業のあり方を検討していく必要があります。

◇事業用資産については、資産老朽化比率が54.4％に達し、所管施設の維持管理が課題となっています。2014年度には、土地や建物の貸付を行っている施設の

維持管理のあり方について整理を行い、現在市で負担している清掃等の日常的な維持管理費用について施設運営団体との協議を行い、一部の費用について2015

年度から見直しを行いましたが、引き続き施設の適正な維持管理について協議や見直しを検討していく必要があります。

△ 2,671,431

2,671,431

0

0

48.0 0.0 3.0

2013

10,641,868 0社会資本整備等投資活動支出

社会資本整備等投資活動収支差額(b)

行政サービス活動支出

行政サービス活動収支差額(a) △ 2,671,431 0

収支差額　合計 (a)+(b)+(c)

一般財源充当調整額

2014

合計
臨時業務内容

金額

7,970,437 0

485 520

2013年度末 2014年度末

0

0

勘定科目 建物(事業用資産)

決算額の

主な内訳

大賀藕絲館　464,066千円

わさびだ療育園　260,487千円

町田ダリア園　197,319千円

町田リス園　171,405千円

授産センター　119,218千円など

0

還付未済金

3,554,685

0

0 0

54.1%
52.1%

54.4%

46.0% 46.3%
48.5%

30.0%
32.0% 34.0%

59.5%
62.1%

64.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

2012年度末 2013年度末 2014年度末

所管施設全体 大賀藕絲館 わさびだ療育園 町田ダリア園

3.5%

人件費

3.5%

人件費

4.0%

人件費

4.6%

物件費

4.5%

物件費

4.7%

物件費

0.1%

維持補修費

0.1%

維持補修費

0.1%

維持補修費

83.8%

扶助費

82.6%

扶助費

82.4%

扶助費

7.2%

補助費等

8.8%

補助費等

8.0%

補助費等

0.3%

減価償却費

0.3%

減価償却費

0.3%

減価償却費

0.5%

その他

0.2%

その他

0.5%

その他

2014年度

2013年度

2012年度
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Ⅰ 組織の概要 

Ⅱ 前年度末の課題 

Ⅴ 財務構造分析 

Ⅵ 個別分析 
Ⅳ 財務情報 

（行政コスト計算書） 

Ⅳ 財務情報 
（貸借対照表） 

Ⅲ 事業の成果 

Ⅶ 総括 

４－２ ９月議会決算審査での活用① 
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 事業の成果と関連付けた行政コスト 

 行政コストの経年比較 

 単位あたりの行政コストによる効率性の分析 

 事業のストックについての財務情報 

 事業類型別の財務分析 

 財務分析で明らかになった課題 

事業マネジメントに向けて新たに得られる情報 

４－２ ９月議会決算審査での活用② 

財務 
情報 

組織の使命   
事業の成果 

など 



18 ４－２ ９月議会決算審査での活用③ 

２０１７年９月議会の決算審査で付された附帯決議
の一例 
 

（１）観光事業 
「観光事業費のWi-Fi設置については、民間事業者
と町田市の配線エリアのすみ分けを行い、委託費
（予算）の縮減に努められたい。」 
 
（２）地域コミュニティバス運行事業 

「地域コミュニティバス運行事業においては、利用
状況調査を行い、混雑して乗れない人がいないよう
努められたい。」 
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•『課別・事業別

行政評価シー

ト』にてマネジ

メント上の課題

を明らかにする 

 

 

 

• 課題解決方法

の検討 

•成果を達成できる

ように業務を実施 

•予算編成に反映 

Ｐｌａｎ 

（計画） 

Ｄｏ 

（実行） 

Ｃｈｅｃｋ 

（評価） 

Ａｃｔion 

（改善） 

４－３ 事業の課題を解決するための予算編成① 



20 ４－３ 事業の課題を解決するための予算編成② 

市民部（小山市民センター） 

 

 

 

 

 

    成果指標：施設利用率 

2015年度末の事業の課題
2017年度予算編成で

見直した内容

和室の洋室化について検
討し、改善をすることで施
設利用率の向上を目指し
ます。

和室用の椅子を購入し、高
齢者や障がい者の方も快
適にご利用いただけるよう
にし、施設利用率の向上を
目指します。



町田市の課別・事業別行政評価シートは 

ホームページでご覧いただくことができます 
 

町田市財務部財政課 

町田市森野２－２－２２ 

042-724-2149 

zaimu010@city.machida.tokyo.jp 

https://www.city.machida.tokyo.jp 
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